
住 帳

基 人

台 口 Ａ Ｂ

決 算 額 増 減 率

5,276,276 △ 0.4

261,623 △ 3.9

8,437 △ 21.1

9,570 51.4

11,322 595.5

515,099 △ 0.9

11,624 12.9

40,257 △ 4.9

13,443 7.1

10,409,464 △ 1.3

普 通 交 付 税 9,241,354 △ 1.3

特 別 交 付 税 1,168,110

16,557,115 △ 0.9

10,902 △ 5.3

269,700

458,497 2.5

153,593

3,594,761

2,264,319

335,961 93.6

23,827

333,224

818,072

17年国調(人)

4,078

6,566

17,17316,460

第２次

第３次

3,454

5,675

　　税　　の　　状　　況市　　町　　村

低 開 発 ○

11,623 0.2 8.5
内

入 湯 税

職

繰 越 金 2.9 3.3

11,623 0.2 8.5 後期高齢者 ○繰 入 金 1.2 △ 47.6 目 的 税

議 会 議 員 28 平成23年4月1日 3,110旧 法 に よ る 税

別 議 会 副 議 長 1 平成23年4月1日 3,250

寄 附 金 0.1 70.8

そ の 他 ○財 産 収 入 1.2 337.6 96,980 0.6 法 定 外 普 通 税

議 会 議 長 1 平成23年4月1日 3,780中 学 校

特 教 育 長 1 平成23年4月1日 5,450

都 道 府 県 支 出 金 7.9 △ 1.0

小 学 校国 有 提 供 交 付 金

副 市 長 2 平成23年4月1日 6,380常 備 消防

市 長 1 平成23年4月1日 7,830

国 庫 支 出 金 12.5 29.7

火 葬 場

区分（H26.4.1現在） 定　数 適用開始年月日 １人当たり平均給料(報酬)月額(百円)

手 数 料 0.5 1.8

し 尿 処理

合　　計 559 1,843,530 3,298

使 用 料 1.6 △ 2.7 13,780 0.1

じんかい処理 ○

臨 時 職 員

分 担 金 ・ 負 担 金 0.9 12.0

伝 染 病

教 育 公 務 員 4 15,360 3,840

交通安全対策特別交付金 0.0 △ 5.3 10,902 0.1

165,017 3,511

( 一 般 財 源 計 ) 57.5 △ 1.1 15,389,005 99.2 ( 小   計 ) 5,264,653 99.8

うち技能労務職員

一
般
職
員
等

一 般 職 員

47

△ 0.4 324,915 老 人 福祉

財 産 管理 ○

うち消防職員 82 251,248 3,064

4.0 △ 3.5

事務機共同

非常勤公災

32.2 △ 1.3 9,241,354 59.6 鉱 産 税

区　　　　分 職員数(人) 給料月額(百円) １人当たり平均給料月額(百円)

555 1,828,170 3,294地 方 交 付 税 36.2 △ 1.5 9,241,354 59.6 特 別 土 地 保 有 税

401,189 7.6 11.8 退職手当支地 方 特 例 交 付 金 等 0.1 7.1 13,443 0.1 市 た ば こ 税

(千円) 実質単年度収支 294,286 △ 103,284 397,570 384.9144,163 2.7 2.4 議員公務災自 動 車 取 得 税 交 付 金 0.1 △ 4.9 40,257 0.2 軽 自 動 車 税

440,000 △ 140,000 △ 31.8

一 部 事 務 組 合
加 入 の 状 況

況 繰 上 償 還 金

2,633,327 49.9 △ 0.1 300,904 積 立 金 取 崩 額 300,000ゴルフ場利用税交付金 0.0 12.9 11,624 0.1 固 定 資 産 税

3.3 (法人分) 276,492 5.3 △ 11.3 24,011

積 立 金 456,383 448,352 8,031 1.8

3,023 △ 3,023 皆減

1,809,482 34.3 △ 1.5 財 源 超過

220.3

株式等譲渡所得割交付金 0.0 595.5 11,322 0.1
市町村民税

地 方 消 費 税 交 付 金 515,099

(個人分)

○ 状 単 年 度 収 支 137,903 △ 114,659 252,562区　　　分 収 入 済 額 構 成 比 増 減 率 超 過 課 税 指数表選定

実 質 収 支 744,862 606,959 137,903 22.7

配 当 割 交 付 金 0.0 51.4 9,570 0.1

△ 62.1

利 子 割 交 付 金 0.0 △ 21.1 8,437 0.0 ( 単 位 千円 ， ％ )

○

財 政 再建

79,987

6,777市 町 村圏 ○ 歳 入 歳 出 差 引 824,849

211,113 △ 131,126特 定 農山 ○

山 振

歳 出 総 額

支 翌年度繰越財源

26,847,448

0.8

地 方 譲 与 税 0.9 △ 3.9 261,623 1.7

1,057,860 3.9

離 島

地 方 税 18.4 △ 0.4 5,276,276 34.0 818,072工 特 ○

27,665,520 1,064,637 3.8

区　　　　　分 構 成 比 増 減 率 経常一般財源等 構 成 比 新 産

歳 入 総 額 28,730,157

産 炭 過 疎 ○ 収 27,905,308

平成25年度 平成24年度 差 引
増　減　率

増　　　減　　　率 △ 0.5%
指　定　団　体　等　の　指　定　状　況

Ａ － Ｂ

歳　　　　　入　　　　　の　　　　　状　　　　　況

平成25年3月31日 57,591人 人 口 密 度 (人) 108
区　　　分第１次

25年度地方
Ⅰ　２

平成26年1月1日 57,324人 面 積 (ｋ㎡) 536.12 交付税種地区分 22年国調(人)

市町村類型 Ⅱ－１
平平平平 成成成成 ２２２２ ５５５５ 年年年年 度度度度

決決決決 算算算算 状状状状 況況況況

17　年 　国 　調 60,914人 22 年 国 調 (人) 18,268

宮崎県日南市増　　　減　　　率

人　口　集　中　地　区　人　口
  団体名

△ 5.3% 17 年 国 調 (人) 18,692

構　　　造産　　　業人 口
22　年 　国 　調 57,689人

( 単 位 千 円 ， ％ )

1.8 △ 0.9

818,072

817,519 230.3

3,092,667

うち 臨時財政対策債 1,028,867

28,730,157 △ 0.6

5,112,689

う ち 職 員 給 3,211,067

5,194,861

3,560,853

内 3,560,853

訳

13,868,403

3,249,941

232,200

2,287,900

147,807

2,518,925

1,160,746

419,600

4,167,593

う ち 人 件 費 73,366

3,954,342

補 助 事 業 費 1,016,930

単 独 事 業 費 2,662,580

県営事業負担金 274,832

213,251

徴収率
合 計 97.9 92.419,310,599千円 漁業集落排水 17,815

358 千円 現年 計

25年度

歳入一般財源等 農業集落排水 21,103 保 険 給 付 費

国 庫 支 出 金 133 千円 土 地 開 発 基 金 現 在 高 769,664

失 業 対 策 費

23年度 95.6% 101.8% 簡易水道 30,916

保 険 税 収 入
額

89 千円 収 益 事 業 収 入

災 害 復 旧 費 0.8 67.6 21,950 △ 24.6

病院事業 370,000
被 保 険 者
１人当たり

人 実質的なもの

1.0 △ 23.3 94,732 262.7 24年度 96.1% 102.5%

介護保険 844,262 被保険者数 15,910

世帯 そ　の　他 752,593

9.5 50.2 571,066 8.3 25年度 93.9% 100.1%

後期高齢者医療（広域） 734,236 肉用繁殖雌牛導入基金 3,501 加入世帯数 9,808
経常収支比率 　　　臨時財政対策

　　　債を除いた率

後期高齢者医療 255,127 水道事業 10,986公
営
事
業
等
へ
の
繰
出

国民健康保険 591,878 特定環境保全公共下水道

内
　
　
訳

普 通 建 設 事 業 費 14.1 20.3 733,326 1.6

3.6 △ 12.0 67,528 △ 59.9

物件等購入

事業勘定再差引収支額 125,600 千円 保証・補償

116,275

事
業
会
計
状
況

国
民
健
康
保
険

733,326 18.5 う ち 政府 17,497,661
事業勘定実質収支額 668,030 千円 債 務 負 担

行 為 額
(翌年度以降
支出予定額)

27,905,308 100.0 3.9 3,954,342

0.3 28.7 70,896 410.9 15,526,350 千円

地 方 債 現 在 高 31,511,750

投 資 的 経 費 14.9 22.1 755,276 0.5 一 般 財 源 等 計 歳 出 合 計

特別区財調納付金

その他特目 2,367,849

前 年 度 繰 上 充 用 金 経 常 経 費 充 当

前年度繰上充用金投 資 ・ 出 資 ・ 貸 付 金 1.5 △ 3.9 皆減

諸 支 出 金 203,471 0.7 皆増 203,471

2,152,621

減 債 99,627積 立 金 4.2 143.4 1,134,229 153.0

△ 6.2
積　立　金
現　在　高

財 調

0.0

1,967,577 11.9 12.1 公 債 費 3,560,853 12.8

将来負担比率 (％) 111.3

繰 出 金 9.0 △ 0.7 2,131,962 △ 0.9

1.0 災 害 復 旧 費 213,251 0.8 67.6

実質公債費比率 (％) 13.0

うち一部事務組合負担金 0.5 △ 21.5 147,807 △ 21.5 136,049 0.8

9.0 8.7 教 育 費 2,116,249 7.6 △ 11.9補 助 費 等 8.2 △ 2.1 1,950,738 △ 3.1 1,487,432

1.1 1.4 消 防 費 2,482,406 8.9 45.6維 持 補 修 費 0.8 △ 23.5 179,287 △ 21.8 179,287

(％) -

63,595 3.8 連結実質赤字比率 (％) -

△ 3.8 960,113 265,436 27.6 健
全
化
判
断
比
率

実質赤字比率

1,656,934

222,579 50,891 22.9

2,162,123 13.1 12.9 土 木 費 2,238,388 8.0

38,555 100.0 公 債 費 負 担 比 率 (％) 17.7

物 件 費 11.7 1.9 2,412,528 △ 1.1

61.1 商 工 費 717,868 2.6 △ 2.7 38,555

経常一般財源等比率 (％) 96.1

( 小    計 ) 49.7 △ 2.0 9,921,730 △ 4.2 9,729,931 58.8

1,500,466 5.4 21.7 622,880 219,831 35.3

4.6

一 時 借 入 金 利 子 農林水産業費

△ 29.8 実 質 収 支 比 率 (％)3,414,189 20.6 21.8 労 働 費 118,104 0.4

55,576 67.1 財 政 力 指 数 (23-25) 0.363

元 利 償 還 金 12.8 △ 6.2 3,414,189 △ 6.1

21.8 衛 生 費 1,787,765 6.4 △ 4.3 82,840

1.6 標 準 財 政 規 模 16,137,238

公 債 費 12.8 △ 6.2 3,414,189 △ 6.1 3,414,189 20.6

民 生 費 8,605,877 30.8 △ 2.7 98,637 1,603

標 準 税 収 入 額 等 5,867,017

扶 助 費 18.6 0.9 1,754,440 △ 2.3 1,754,440 10.6 10.8

4,081,576 14.6 21.4 64,275 33,781 52.6

基 準 財 政 需 要 額 12,505,905

11.5 △ 4.0 3,023,127 △ 4.4 3,012,935 18.2 18.6 総 務 費

279,034 1.0 0.8 4,058 4,058 100.0

4,577,855

人 件 費 18.3 △ 1.9 4,753,101 △ 3.5 4,561,302 27.6 28.5 議 会 費

Ｂ の 充 当
一般財源等 Ｃ

Ｃ／Ｂ (単位　千円)

25年度 24年度 Ａ 事業費　　　　Ｂ ×１００

25
年
度

基 準 財 政 収 入 額

経 常 収 支 比 率
区　　　分

決 算 額
構 成 比 増 減 率

Ａのうち普通建設
決 算 額 構 成 比 増 減 率 充当一般財源等 増減率

経 常 経 費 充 当
一 般 財 源 等

性　　　質　　　別　　　歳　　　出　　　の　　　状　　　況 (単位　千円，％) 目　　　的　　　別　　　歳　　　出　　　の　　　状　　　況 　　　　(単位　千円，％)
区 分

指 数 等

区　　　　　分

100.0 △ 0.4 324,915歳 入 合 計 100.0 3.8 15,512,986 100.0 合     計 5,276,276

3.6 △ 0.2 水利地益税等

地 方 債 10.8 13.4
訳

都 市 計 画 税

等0.0 事 業 所 税

11,623 0.2 8.5
内

諸 収 入 2.9 10.0 2,319

入 湯 税繰 越 金 2.9 3.3

27,905,308

（注） 普通建設事業費の補助事業費には受託事業費のうちの補助事業費を含み、単独事業費には同級他団体施行事業負担金及び受託事業費のうちの単独事業費を含む。

91.419,254,787千円 公共下水道事業 536,036 合　計 3,552,222歳 出 合 計 100.0 3.9 18,485,750 0.5 23年度

市 民 税 97.7 92.124年度 19,212,358千円 公設合併処理浄化槽 20,087
徴収率

　　(％)
純 固 定 資 産

税
97.8

出
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